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１ 環境影響要因の追加について 

  環境に影響を及ぼすおそれのある要因として、「⾞両基地の存在」や、⾞両基地内での列⾞の⾛⾏、
検査・修繕といった「⾞両基地の供⽤」が想定されることから、⽅法書 P 5-1 の表 5.1 を以下のとおり
修正します。 

 
表 5.1 環境影響要因の抽出 

 ※太字下線：追加事項 
  

区分 環境影響要因 抽出の理由 

⼯
事
中 

建設機械の稼働 ・軌道施設の建設に伴い、建設機械が対象事業実施区
域で稼働します。 

⼯事⽤⾞両の⾛⾏ ・資機材の運搬や廃棄物等の搬出を⾏う⾞両が、周辺
道路を運⾏します。 

切⼟⼯等、トンネル⼯事⼜
は既存の⼯作物の除去 

・⼯事の実施に伴い、地表を改変します。 
・トンネル⼯事に伴い、地下を改変します。 
・⼯事の実施に伴い、既存の⼯作物を解体・撤去しま

す。 

供
用
時 

施設の 
存在 

軌道施設（地表式）の存在 ・軌道施設（地表式、⾞両基地を含む）が、地上部に
出現します。 

軌道施設（地下式）の存在 ・軌道施設（地下式）が、地下部に出現します。 

施設の 
供⽤ 

列⾞の⾛⾏（地上） ・列⾞が地上（⾞両基地を含む）を⾛⾏します。 

列⾞の⾛⾏（地下） ・列⾞が地下を⾛⾏します。 

駅舎の供⽤ ・軌道施設利⽤者や駅係員等が、駅舎を使⽤します。 

⾞両基地の供⽤ ・列⾞の検査・修繕を⾏います。 
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２ 車両基地の供用に係る環境影響評価について 

  ⾞両基地内では、検査場や検修場で、列⾞の検査や修繕が⾏われます。その際に稼働する機械の騒⾳
及び振動並びに悪臭について把握するため、市内事例の資料調査及びヒアリングを実施しました。 

 
 (1) 騒⾳及び振動について 

市内事例の資料調査及びヒアリングの結果、⾞両基地に設置されている機械のうち⾞両の床下を
気吹する際に使⽤する送⾵機や、修繕の際に使⽤する空気圧縮機やせん断機等の使⽤があり、騒⾳
規制法、振動規制法に係る特定施設の対象となる機械になりますが、これらが稼働することによる
騒⾳・振動の苦情はありませんでした。 

その他にも天井クレーン、輪重測定装置、リフティングジャッキ、⾞両洗浄設備等が⾞両基地に
は設置されていますが、これらは騒⾳規制法、振動規制法に係る特定施設の対象となる機械ではあ
りません。 

以上より、市内の⾞両基地には騒⾳規制法、振動規制法の特定施設の対象となる機械が⼀般的に
設置されている状況をふまえ、本事業で計画している⾞両基地にも同様の規格の機械を設置する可
能性があることから、「⾞両基地の供⽤」時における騒⾳及び振動について環境影響評価の対象と
します。ついては、⽅法書 p6-19 6.8 騒⾳、⽅法書 p6-22 6.9 振動の記述を次項のとおり修正し
ます。 
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6.8 騒音 

表 6.16 騒音に係る予測・評価手法 

環境影響要因 予測の⼿法 
予測項⽬ 予測時期 予測地域・地点 予測⽅法 

⼯事中 建設機械の
稼働 

建 設 機 械 の
稼 
働 に 伴 う 騒
⾳ 

建 設 機 械 の
稼 働 に よ る
影 響 が 最 ⼤
と な る 時 期
とします。※ 

地上で建設機械が
稼働する（仮称）瀬
⾕駅、及び（仮称）
上瀬⾕駅周辺の住
居等の分布状況を
考慮した代表的な
地点とします。 
予測位置は当該⼯
事 の 敷 地 境 界 と
し 、 ⾼ さ は 地 上
1.2m とします。 

「道路環境影響評価
の技術⼿法（平成 24
年度版）」（国⼟交通
省国⼟技術政策総合
研究所・独⽴⾏政法
⼈⼟⽊研究所、平成
25 年３⽉）に⽰され
ている予測⼿法に準
じ、「ASJ CN-Model」
により予測します。 

⼯事⽤⾞両
の⾛⾏ 

⼯ 事 ⽤ ⾞ 両
の ⾛ ⾏ に 伴
う 道 路 交 通
騒⾳ 

⼯ 事 ⽤ ⾞ 両
の ⾛ ⾏ に よ
る 影 響 が 最
⼤ と な る 時
期とします。
※ 

道路交通騒⾳の現
地調査地点としま
す。 
（図 6.4 参照） 

「道路環境影響評価
の技術⼿法（平成 24
年度版）」（国⼟交通 
省国⼟技術政策総合
研究所・独⽴⾏政法
⼈⼟⽊研究所、平成
25 年３⽉）に⽰され
ている予測⼿法に準
じ 、「 ASJ RTN-
Model」を⽤い、既存
道路の現況の騒⾳レ
ベルに⼯事⽤⾞両の
影響を加味すること
で予測します。 

供⽤時 列⾞の⾛⾏
（地上） 

列 ⾞ の ⾛ ⾏
に 伴 う 鉄 道
騒⾳ 

供⽤後、列⾞
の 運 ⾏ が 定
常 状 態 に 達
し た 時 期 と
します。 

列⾞の⾛⾏ルート
となる線路の敷地
境界とし、住居等
の分布状況等を考
慮した上瀬⾕⼩学
校付近の地点とし
ます。 

類似の既設線の測定
データを基にした⾳
の伝搬理論に基づく
予測式により、等価
騒⾳レベル（LAeq）を
予測します。 

⾞両基地の
供⽤ 

⾞ 両 基 地 の
供 ⽤ に 伴 う
騒⾳ 

⼯事完了後、
事 業 活 動 が
平 常 の 状 態
になり、新た
な 環 境 が 安
定 す る 時 期
とします。 

⾞両基地の周辺と
します。 
予測位置は⾞両基
地の敷地境界とし、
⾼さは地上 1.2m と
します。 

⾳の伝搬理論に基づ
く予測式により、騒⾳
レベルの「90％レンジ
の上端値（LA5）」を予
測します。 

環境影響要因 評価の⼿法 
⼯事中 建設機械の

稼働 
環境保全⽬標を設定し、予測結果と対⽐することにより評価します。 
環境保全⽬標の設定に当たっては、調査により判明した騒⾳の状況等を
踏まえ、横浜市が定めた計画及び指針等の中で設定している⽬標等や、環
境基準、法令等で定められている基準等から適切な内容を設定します。 

⼯事⽤⾞両
の⾛⾏ 

供⽤時 列⾞の⾛⾏
（地上） 
⾞両基地の
供⽤ 

※ 本事業の予測時期（⼯事中：ピーク時期、供⽤後：本事業の供⽤時）において、その時期の他事業の影響も必要に応
じて考慮し、影響を予測します。 

  



 
この資料は審査会⽤に作成したものです。審査の過程で変更されることもありますので、取扱いにご注意願います。 

4 
 

6.9 振動 

表 6.18(1) 振動に係る予測・評価⼿法 

環境影響要因 予測の⼿法 
予測項⽬ 予測時期 予測地域・地点 予測⽅法 

⼯事中 建 設 機 械
の稼働 

建設機械の稼
働に伴う振動 

建設機械の稼
働による影響
が最⼤となる
時 期 と し ま
す。※ 

地上で建設機械が
稼働する（仮称）瀬
⾕駅、及び（仮称）
上瀬⾕駅周辺の住
居等の分布状況を
考慮した代表的な
地点とします。 

「道路環境影響
評価の技術⼿法
（平成 24 年度
版）」（国⼟交通
省国⼟技術政策
総合研究所・独
⽴⾏政法⼈⼟⽊
研究所、平成 25
年３⽉）に⽰さ
れている予測⼿
法に準じ、振動
の伝搬理論に基
づく予測式によ
り予測します 

⼯ 事 ⽤ ⾞
両の⾛⾏ 

⼯事⽤⾞両の
⾛⾏に伴う道
路交通振動 

⼯事⽤⾞両の
⾛⾏による影
響が最⼤とな
る時期としま
す。※ 

道路交通振動の現
地調査地点としま
す。 
（図 6.5 参照） 

「道路環境影響
評価の技術⼿法
（平成 24 年度
版）」（国⼟交通
省国⼟技術政策
総合研究所・独
⽴⾏政法⼈⼟⽊
研究所、平成 25
年３⽉）に⽰さ
れている予測⼿
法に準じ、｢振動
レベルの⼋⼗パ
ーセントレンジ
の上端値を予測
す る た め の 式 ｣
を⽤い、既存道
路の現況の振動
レベルに⼯事⽤
⾞両の影響を加
味することで予
測します。 

供⽤時 

列 ⾞ の ⾛
⾏（地上） 

列⾞の⾛⾏に
伴う鉄道振動 

供⽤後、列⾞
の運⾏が定常
状態に達した
時 期 と し ま
す。 

列⾞の⾛⾏ルート
となる線路の敷地
境界とし、住居等の
分布状況等を考慮
した上瀬⾕⼩学校
付近及び瀬⾕⻄⾼
校付近の地点とし
ます。 

類似の既設線の
測定データを基
に鉄道振動レベ
ル を 予 測 し ま
す。 列 ⾞ の ⾛

⾏（地下） 

⾞両基地の
供⽤ 

⾞両基地の供
⽤に伴う振動 

⼯事完了後、
事業活動が平
常の状態にな
り、新たな環
境が安定する
時 期 と し ま
す。 

⾞両基地の周辺と
します。 
予測位置は⾞両基
地の敷地境界とし
ます。 

振動の伝搬理論
に基づく予測式
により、振動レ
ベルの「80％レ
ン ジ の 上 端 値
（L10）」を予測し
ます。 
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表 6.18(2) 振動に係る予測・評価手法 

環境影響要因 評価の⼿法 
⼯事中 建 設 機 械

の稼働 
環境保全⽬標を設定し、予測結果と対⽐することにより評価します。 
環境保全⽬標の設定に当たっては、調査により判明した振動の状況等を
踏まえ、横浜市が定めた計画及び指針等の中で設定している⽬標等や、
法令等で定められている基準等から適切な内容を設定します。 

⼯ 事 ⽤ ⾞
両の⾛⾏ 

供⽤時 列 ⾞ の ⾛
⾏（地上） 
列 ⾞ の ⾛
⾏（地下） 
⾞両基地の
供⽤ 

※ 本事業の予測時期（⼯事中：ピーク時期、供⽤後：本事業の供⽤時）において、その時期の他事業の影響も必要に応
じて考慮し、影響を予測します。 
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 (2) 油脂類の使⽤による悪臭について 
   ⾞両基地の供⽤時における油脂類の使⽤について、市内事例をヒアリングした結果、鉱油、ガソ 

リン、軽油、グリース等の油脂類の使⽤がありました。なお、油脂類は消防法等に基づき、定めら 
れた場所（油庫）で保管されており、外部の⽅から悪臭に関して連絡を受けた事例はありませんで 
した。 

   以上より、定められた場所（油庫）で保管する等、適切に管理していくことで油脂類の使⽤によ 
る悪臭は、発⽣してもわずかであると考えられ、また、⼈が不快と感じる悪臭苦情につながるレベ
ルには達しないと考えられるため、「⾞両基地の供⽤」時における悪臭については、環境影響評価
の対象としないこととしました。なお、本事業で整備する⾞両基地で油脂類を使⽤するにあたって
は、消防法(法律第 186 号、昭和 23 年 7 ⽉)、横浜市⽕災予防条例(横浜市条例第 70 号、昭和 
48 年 12 ⽉)等に則り適切に管理していきます。 

  



 
この資料は審査会⽤に作成したものです。審査の過程で変更されることもありますので、取扱いにご注意願います。 

7 
 

３ 温室効果ガスついて 

列⾞の⾛⾏や駅舎の供⽤など、新交通システムを供⽤する際には電⼒が必要であり、その電⼒の使⽤
に伴う温室効果ガスの排出量を定量的に把握するため、「列⾞の⾛⾏時」、「駅舎の供⽤時」並びに「⾞
両基地の供⽤時」における温室効果ガスについて環境影響評価の対象とします。ついては、⽅法書 p6-
1 6.1 温室効果ガスの記述を次項のとおり修正します。 

なお、⽅法書 p4-2 表 4.1(1)配慮指針に基づいて⾏った配慮の内容のとおり、事業の実施に当たっ
ては、「横浜市地球温暖化対策実⾏計画」に基づき、省エネルギー型⾞両の導⼊、省エネルギー運転の
実施、⾼効率・省エネルギー型の照明器具や空調設備等の積極的な導⼊、新交通システムの⻑寿命化等
の温室効果ガスの排出削減策を講じ、可能な限り温室効果ガスの排出抑制に努めるようにします。ま
た、横浜市⽣活環境の保全等に関する条例に則り、事業活動を⾏うに当たっては、低炭素電気の調達に
努めます。 
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6.1 温室効果ガス 

表 6.2 温室効果ガスに係る予測・評価⼿法 

環境影響要因 
予測の⼿法 

予測項⽬ 予測時期 予測地域・ 
地点 

予測⽅法 

⼯事中 建設機械の 
稼働 

建設機械の稼働に
伴う温室効果ガス
の排出量 

⼯事期間全体
とします。 

対 象 事 業 実 施
区域とします。 

建設機械の種類、台
数等を整理の上、
「温室効果ガス排
出量算定・報告マニ
ュアル」（環境省・経
済産業省 令和元年
７⽉）等に基づき、
温室効果ガスの排
出量を算定します。 

⼯事⽤⾞両 
の⾛⾏ 

⼯事⽤⾞両の⾛⾏
に伴う温室効果ガ
スの排出量 

⼯事⽤⾞両の種類、
台数等を整理の上、
「温室効果ガス排
出量算定・報告マニ
ュアル」（環境省・経
済産業省 令和元年
７⽉）等に基づき、
温室効果ガスの排
出量を算定します。 

供⽤時 列 ⾞ の ⾛ ⾏
（ 地 上 、 地
下） 

列⾞の⾛⾏に伴う
温室効果ガス 

供⽤後、列⾞
の運⾏が定常
状態に達した
時 期 と し ま
す。 

対 象 事 業 実 施
区域とします。 

既存資料等による
排出量原単位や類
似事例等を参考に、
温室効果ガスの排
出量を算定します。 

駅舎の供⽤ 駅舎の供⽤に伴う
温室効果ガス 

⼯事完了後、
事業活動が平
常の状態にな
り、新たな環
境が安定する
時 期 と し ま
す。 

既存施設における
エネルギーの使⽤
量を参考に温室効
果ガスの排出量を
算定します。 ⾞ 両 基 地 の

供⽤ 
⾞両基地の供⽤に
伴う温室効果ガス 

環境影響要因 評価の⼿法 
⼯事中 建 設 機 械 の

稼働 
環境保全⽬標を設定し、予測結果と対⽐することにより評価します。 
環境保全⽬標の設定に当たっては、調査により判明した温室効果ガスに関
する事項等を踏まえ、横浜市が定めた計画及び指針等の中で設定している
⽬標等や、温室効果ガスの排出量が地球環境に著しい影響を及ぼさない⽔
準等から適切な内容を設定します。 

⼯ 事 ⽤ ⾞ 両
の⾛⾏ 

供⽤時 列 ⾞ の ⾛ ⾏
（ 地 上 、 地
下） 
駅舎の供⽤ 
⾞ 両 基 地 の
供⽤ 

 


